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図表１　採用・選抜の決定者は誰か　　　　　　　　　　（単位：％）
仏 独 英 露 日 米 台

ライン管理者が決定 7 8 17 36 5 4 8
ライン管理者が人事のサポートを受けて決定 39 49 37 19 21 40 37
人事部門がライン管理者のサポートを受けて決定 51 40 38 37 15 40 41
人事部門が決定 3 3 8 8 59 16 14
　出所）CRANET（2011）"Cranet Survey of Comparative Human 
　　　　Resource  Management: International Executive Report 
　　　　2011"（図表２～４も同じ）。
　　　　HRに関する国際比較をしている同調査は、1989 年からこれま
　　　　でに計９回実施された。データは第７回で発表されたもの。

図表２　賃金の決定者は誰か　　　　　　　　　　　　（単位：％）
仏 独 英 露 日 米 台

ライン管理者が決定 7 9 20 48 4 4 9
ライン管理者が人事のサポートを受けて決定 29 45 28 20 10 16 22
人事部門がライン管理者のサポートを受けて決定 50 38 34 21 9 39 39
人事部門が決定 14 8 18 11 77 41 30

図表３　経営戦略に人事部門がかかわる時期 ）％：位単（  　　　　　
仏 独 英 露 日 米 台

相談されることはない 6 17 6 14 8 14 6
実施段階 21 11 8 15 12 8 22
議論のプロセスの中で 24 35 35 19 41 33 21
最初から 49 43 51 52 39 45 51

図表４　ＨＲ戦略の存在　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）
仏 独 英 露 日 米 台

ない 11 24 23 39 33 21 15
あるが、明文化されていない 50 37 18 38 25 19 25
明文化された戦略がある 39 39 59 23 42 60 60

図表５　日立製作所の人財部門の役割改革

出所）須田敏子『ジョブ型・マーケット型人事と賃金決定－人的資本経営・賃上げ・
　　　リスキリングを実現するマネジメント』（中央経済社）

求められる人財の
スキル・マインドセット

人財部門業務の見直し
（オペレーション業務の効
率化・省力化）

人財部門の組織改革

Strate
gic(S)

Consul
tative(C)

Administrative
/Others(A/O)

10%
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[ 制度標準化 ]
・グループ統一、
標準制度、ＩＴ
システム構築
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・アウトソーシング

｛30%

人
事
に
関
す
る
集
権
的
意
思

決
定
は
、
日
本
型
人
事
の
特
色

で
あ
る
。
こ
れ
を
示
す
国
際
比

較
デ
ー
タ
を
ク
ラ
ネ
ッ
ト
サ
ー

ベ
イ
か
ら
紹
介
す
る
。
同
調
査

は
３２
の
国
・
地
域
を
対
象
と
し

て
お
り
、
本
稿
で
は
、
フ
ラ
ン

ス
、
ド
イ
ツ
、
イ
ギ
リ
ス
、
ロ

シ
ア
、
日
本
、
ア
メ
リ
カ
、
台

湾
の
７
カ
国
を
取
り
上
げ
る
。

「
採
用
・
選
抜
の
決
定
者
」

と
「
賃
金
の
決
定
者
」
を
み
る

と
、
日
本
だ
け
が
「
人
事
部
門

が
決
定
」
と
の
回
答
割
合
が
高

い
（
図
表
１
〜
２
）。諸
外
国
は

「
ラ
イ
ン
管
理
者
が
人
事
部
門

の
サ
ポ
ー
ト
を
受
け
て
決
定
」

と
「
人
事
部
門
が
ラ
イ
ン
管
理

者
の
サ
ポ
ー
ト
を
受
け
て
決

定
」
が
多
数
を
占
め
て
い
る
。

次
い
で
人
事
の
戦
略
性
に
つ

い
て
。
「
経
営
戦
略
に
人
事
部

門
が
か
か
わ
る
時
期
」
で
は
、

日
本
は
「
最
初
か
ら
」
の
回
答

割
合
が
７
カ
国
中
最
も
低
い
３９

％
で
あ
り
、
反
対
に
「
議
論
の

プ
ロ
セ
ス
の
中
で
」
は
４１
％
で

最
も
高
い
（
図
表
３
）。こ
の
結

果
か
ら
、
人
事
部
門
の
戦
略
的

役
割
は
高
く
な
い
と
い
え
る
。

「
Ｈ
Ｒ
戦
略
の
存
在
」
に
つ

い
て
「
明
文
化
さ
れ
た
戦
略
が

あ
る
」
の
回
答
割
合
は
、
台
湾

（
６０
％
）、ア
メ
リ
カ
（
６０
％
）、

イ
ギ
リ
ス
（
５９
％
）
が
高
い
国

・
地
域
で
あ
り
、日
本（
４２
％
）

は
フ
ラ
ン
ス
（
３９
％
）
な
ど
と

と
も
に
中
間
的
な
グ
ル
ー
プ
に

入
っ
て
い
る
（
図
表
４
）。「
Ｈ

Ｒ
戦
略
は
な
い
」
と
の
回
答
割

合
は
、
日
本
（
３３
％
）
は
ロ
シ

ア
（
３９
％
）
に
次
い
で
高
い
。

人
事
の
戦
略
性
も
高
い
と
は
い

え
な
い
よ
う
だ
。

筆
者
は
、
日
本
の
人
事
の
戦

略
性
が
高
く
な
い
要
因
は
、
集

権
的
意
思
決
定
に
関
連
が
あ
る

と
思
っ
て
い
る
。
他
国
の
よ
う

に
分
権
的
意
思
決
定
で
あ
れ

ば
、
人
事
部
門
の
存
在
意
義
と

し
て
戦
略
性
や
専
門
性
が
よ
り

強
く
求
め
ら
れ
る
た
め
だ
。
新

卒
一
括
採
用
が
普
及
し
て
い
る

な
か
で
ス
ペ
シ
ャ
リ
ス
ト
の
育

成
力
が
弱
い
日
本
で
は
、
人
事

分
野
に
対
す
る
人
事
部
門
の
専

門
性
が
高
い
と
は
思
え
な
い
。

集
権
的
人
事
管
理
に
よ
っ
て
高

い
戦
略
性
・
専
門
性
が
な
く
て

も
、
日
本
の
人
事
部
門
の
存
在

意
義
は
あ
る
程
度
保
た
れ
て
い

た
と
推
測
す
る
。

だ
が
、
ジ
ョ
ブ
型
人
事
と
な

る
と
状
況
は
変
わ
っ
て
く
る
だ

ろ
う
。
ジ
ョ
ブ
の
内
容
や
ジ
ョ

ブ
の
遂
行
に
求
め
ら
れ
る
人
的

要
件
（
職
務
遂
行
能
力
）
を
把

握
し
て
い
る
の
は
現
場
で
あ
る

た
め
、
ジ
ョ
ブ
型
人
事
が
普
及

し
て
く
れ
ば
、
諸
外
国
と
同
じ

よ
う
に
人
事
に
関
す
る
意
思
決

定
権
が
分
権
化
す
る
と
予
想
さ

れ
る
た
め
だ
。
従
来
の
よ
う
に

戦
略
性
・
専
門
性
が
弱
く
て
も

存
在
意
義
が
認
め
ら
れ
る
状
況

は
、
ジ
ョ
ブ
型
人
事
が
普
及
す

る
と
あ
り
得
な
い
で
あ
ろ
う
。

人
事
部
門
に
は
、
こ
れ
ま
で
以

上
に
戦
略
性
・
専
門
性
が
求
め

ら
れ
る
こ
と
と
な
る
。

こ
の
点
に
い
ち
早
く
気
付
い

た
の
が
㈱
日
立
製
作
所
で
あ

る
。
同
社
は
２
０
１
２
年
、
本

体
と
国
内
外
の
グ
ル
ー
プ
企
業

の
人
財
部
門
に
所
属
す
る
社
員

約
４
３
０
０
人
（
含
む
管
理

職
）
を
対
象
に
ど
ん
な
種
類
の

業
務
を
ど
の
く
ら

い
行
っ
て
い
る
か

を
調
査
し
、
個
々

の
業
務
を
「
Ｓ
ｔ

ｒ
ａ
ｔ
ｅ
ｇ
ｉ
ｃ

（
戦
略
）」、「
Ｃ

ｏ
ｎ
ｓ
ｕ
ｌ
ｔ
ａ

ｔ
ｉ
ｖ
ｅ
（
課
題

解
決
）」、「
Ａ
ｄ
ｍ
ｉ
ｎ
ｉ
ｓ

ｔ
ｒ
ａ
ｔ
ｉ
ｖ
ｅ
／
Ｏ
ｔ
ｈ
ｅ

ｒ
ｓ
（
管
理
そ
の
他
）」に
分
類

し
た
。
結
果
は
、
「
管
理
そ
の

他
」が
７０
％
を
占
め
、「
戦
略
」

は
１０
％
、
「
課
題
解
決
」
は
２０

％
で
あ
っ
た
。
調
査
に
関
与
し

た
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
会
社
の

デ
ー
タ
に
よ
れ
ば
、
欧
米
グ
ロ

ー
バ
ル
企
業
の「
戦
略
」と「
課

題
解
決
」
を
合
わ
せ
た
業
務
比

率
（
Ｓ
・
Ｃ
比
率
）
は
約
４８
％

で
あ
り
、
日
立
と
は
約
２０
％
の

開
き
が
み
ら
れ
た
。

同
社
で
は
結
果
を
踏
ま
え
、

「
Ｓ
・
Ｃ
比
率
を
５０
％
超
に
す

る
」
と
の
目
標
を
設
定
し
、
新

た
な
人
財
部
門
の
役
割
・
機
能

を
設
定
し
て
い
っ
た
（
図
表

５
）。具
体
的
な
機
能
と
し
て
、

次
の
３
つ
を
定
め
て
い
る
。

①
Ｂ
Ｐ
（
ビ
ジ
ネ
ス
パ
ー
ト

ナ
ー
）
…
事
業
戦
略
を
実
現
す

る
（
人
財
）
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン

の
提
供

②
Ｃ
Ｏ
Ｅ
（
セ
ン
タ
ー
オ
ブ

エ
ク
ス
パ
テ
ィ
ー
ズ
あ
る
い
は

セ
ン
タ
ー
オ
ブ
エ
ク
セ
レ
ン

ス
）
…
経
験
・
ノ
ウ
ハ
ウ
の
蓄

積
・
発
揮
（
制
度
構
築
・
提

供
）③

Ｏ
Ｐ
Ｅ
（
オ
ペ
レ
ー
シ
ョ

ン
エ
ク
セ
レ
ン
ス
）
…
最
新
の

Ｉ
Ｔ
を
駆
使
し
、
（
人
財
）
業

務
を
高
品
質
・
高
効
率
で
実
行

①
Ｂ
Ｐ
の
業
務
例
に
は
、
事

業
計
画
に
沿
っ
た
人
財
の
確
保

・
育
成
・
配
置
や
Ｍ
＆
Ａ
時
の

デ
ュ
ー
デ
ィ
リ
ジ
ェ
ン
ス
（
買

収
時
の
事
前
調
査
）
が
あ
る
。

近
年
は
、
日
立
と
同
様
に
、

Ｂ
Ｐ
や
Ｃ
Ｏ
Ｅ
を
人
事
の
新
た

な
役
割
と
し
て
設
定
す
る
企
業

が
増
え
て
い
る
。
ジ
ョ
ブ
型
人

事
の
普
及
が
も
た
ら
し
た
変
化

と
い
え
る
だ
ろ
う
。

日日日日日日日日
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ジ
ョ
ブ
型
人
事

リ
ア
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ジ
ョ
ブ
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人
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欧
米
諸
国
の
実
態
は

求
め
ら
れ
る「
専
門
性
」
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る
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